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沖縄労働局発表    沖縄労働局労働基準部  

令和８年９月３日  担 部    長 鷹中 康博 

  当 賃 金 室 長 崎原 恵利子 

   電話：098-868-3421 

  

令和８年度沖縄県最低賃金の改正答申について 

～時間額６３円引上げ１,０８６円へ～ 

 
本日、沖縄地方最低賃金審議会は、今年度の沖縄県最低賃金を現行の時間額1,023円から 

６３円引上げ、時間額１,０８６円に改正するのが適当であるとの答申を沖縄労働局

長に行いました。 
 

１ 沖縄県最低賃金（地域別最低賃金）の改正については、本年７月１日、沖縄労働局

長から沖縄地方最低賃金審議会（会長 上江洲 純子）に対し諮問を行った。同審議

会は審議の結果、９月３日、現行の最低賃金の時間額1,023円を63円引き上げて（引

上率6.16％）、１，０８６円に改正することが適当である旨の答申を行った。これを

受けて沖縄労働局長は、答申内容の公示等所要の手続きを経て、本年度の沖縄県最低

賃金の改正を決定し、改正後の効力発生日は、令和８年12月２日(水)の予定である。 

 

２ 沖縄地方最低賃金審議会は、最低賃金専門部会を設置し、県内の各種経済指標、賃

金調査資料等による検討をはじめ、参考人意見聴取などを実施し、令和８年７月28日

に中央最低賃金審議会から示された目安答申も参考にしつつ、諸般の事情を総合的に

勘案して慎重に審議を行い、答申として取りまとめた。 

 

３ 沖縄県最低賃金は、県内で労働者を使用する全ての事業場及び同事業場で働く全て

の労働者に適用され、同最低賃金額以上の賃金を支払わない使用者は最低賃金法第４

条違反として罰則の対象となる。 

 

４ 厚生労働省では、最低賃金の引上げにより影響を受ける中小企業・小規模事業者を

支援する事業として、業務改善助成金等の「賃上げ支援助成金パッケージ」（別添１）

の活用を推進している。 

また、さまざまな経営・労務管理に関する課題に対して、ワン・ストップで無料相

談に応じる「沖縄働き方改革推進支援センター」(別添２)を設けている。 

 

沖縄労働局 
Okinawa Labour Bureau 

厚生労働省 

ひと、くらし、みらいのために 
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【参考１】 

  最低賃金について 

 １．適用 

    沖縄県最低賃金は、沖縄県内の事業場で働く全ての労働者とその使用

者に適用されるもので、常用・臨時・パートタイマー・アルバイト等の

属性、性、国籍及び年齢等の区別なく適用されます。 

 ２．金額 

    次の金額は最低賃金に算入されません。 

① 精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

② 臨時に支払われる賃金 

③ １月を超える期間ごとに支払われる賃金 

④ 時間外労働、休日労働及び深夜労働手当 

 

【参考２】 

沖縄県最低賃金の過去９年の改正状況 

 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

最賃額 737円 762円 790円 792円 820円 853円 896円 952円 1,023円 

引上額 23円 25円 28円 ２円 28円 33円 43円 56円 71円 

 

【参考３】 

最低賃金法４条第１項 

 使用者は、最低賃金の適用を受ける労働者に対し、その最低賃金額以上の賃金を支

払わなければならない。 

最低賃金法 40条 

 第４条第１項の規定に違反した者（地域別最低賃金及び船員に適用される特定最低

賃金に係る者に限る。）は、50万円以下の罰金に処する。 



• 賃上げと設備投資等を含む生産性向上に資す

る計画の作成が必要

• 中小企業が利用可能

• 助成額は、賃金の引き上げ額、引き上げ労働者

数等によって決定

• 交付決定を受けた後に設備投資等を行う

賃上げ＋設備投資活用のポイント

の支援策

厚生労働省は事業主の皆さまの賃上げを支援しています

賃金引き上げ
事業主の皆さまへ

助成上限額賃上げコース区分

30～130万円50円コース

40～300万円70円コース

90～600万円90円コース

• 賃金規定等の増額改定に関するキャリアアッ

プ計画の作成が必要

• 中小企業、大企業どちらも利用可能

• 原則、事業所内全ての非正規雇用労働者の賃

金規定等を改定する必要あり

• 改定にあたり職務評価を活用した場合、昇給

制度を新たに規定した場合は助成額を加算

非正規雇用労働者の賃上げ活用のポイント

キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース）

非正規雇用労働者の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定し、その規定を適用させた場合に助成します。

パートタイム労働者など非正規雇用労働者の賃金引き上げが対象です。

中小企業が賃金規定等を５％増額改定し、10人の有期雇用労働者の賃金引き上げを実施した

場合、65万円が支給されます。
活用例

助成額
（１人当たり）

非正規雇用労働者の
賃上げ率の区分

４万円(2.6万円)３％以上4％未満の場合

5万円(3.3万円)4％以上5％未満の場合

6.5万円(4.3万円)5％以上6％未満の場合

7万円(4.6万円)6％以上の場合

• 労働時間削減等の取組計画の作成が必要

• 中小企業や中小企業が属する団体が利用可能

• 助成額は、成果目標の達成、賃金の引き上げ額、

賃金を引き上げた労働者数等により決定

• 交付決定を受けた後に設備投資等を行う

労働時間削減等の取組

（賃上げ・割増賃金率）＋設備投資等
活用のポイント

助成上限額

コース区分 加 算
基本部分

割増賃金率賃上げ

２５～100
万円

６～３６０
万円（※２）

25～550 万円
業種別課題
対応コース （※１）

25～200 万円
労働時間短縮・
年休促進支援コース

50～1５０万円
勤務間インターバル
導入コース

働き方改革推進支援助成金

労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小企業事業主に、外部専門家のコン

サルティング、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、成果を上げた場合に助成します。

建設業の事業場が設備投資等を実施して、36協定で設定する時間外・休日労働時間数の上限を

引き下げた場合等に、設備投資等にかかった費用に対し最大25～550万円が助成されます。
活用例

（※１）建設業の場合
(※２)常時使用する労働者数が１０人以上30人以下の場合は、５％以上の賃上げに係る加算額は２倍になります。

また、常時使用する労働者数が１０人未満の場合は、５％以上の賃上げに係る加算額は2.5倍になります。
（※３）別途団体向けのコースあり。

(※)括弧内の金額は、大企業の場合の助成額。１年度１事業所あたりの支給申請上限人数は100人。

業務改善助成金

事業場内最低賃金を引き上げ、設備投資等を行った中小企業等に、その費用の一部を助成します。

中小企業で働く労働者の賃金引き上げのための生産性向上の取り組みが支援対象（※）です。
※申請前の賃金引き上げ、交付決定 前の設 備投資 は対象 となりませ ん。

事業場内最低賃金労働者3人の時給を70円引き上げた場合、設備投資にかかった費用に対し

最大10０万円が助成されます。
活用例

watajimat
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助成額・助成率（※１・２）区分

50万円 （40万円）
①賃金規定制度
②諸手当等制度
③人事評価制度

25万円 （20万円）
④職場活性化制度
⑤健康づくり制度

導入経費の62.5％又は７５％
（50％）

⑥作業負担を
軽減する機器等

人材確保等支援助成金 （雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）

人材確保のために雇用管理制度（賃金規定制度、諸手当等制度、人事評価制度、職場活性化制度、健

康づくり制度）の導入や雇用環境の整備（従業員の作業負担を軽減する機器等の導入）により、離職

率低下を実現した事業主に対して助成します。

複数の雇用管理制度や作業負担を軽減する機器等を導入し、賃上げを行った場合、最大3２5

万円が支給されます。
活用例

（ Ｒ ８ ． ４ ）

支援策の詳細はHPをチェック

厚生労働省HP

「賃上げ」支援助成金パッケージ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku

nitsuite/bunya/package_00007.html

• 雇用管理制度又は従業員の作業負担を軽減する

機器の導入計画の作成、実施後の離職率の低下

が必要

• 原則、中小企業、大企業どちらも利用可能(※)

• 助成額は、雇用管理制度・導入機器に応じて決定

• 対象労働者の賃上げで、助成額を加算

雇用管理改善の取り組み
（賃上げ加算）

活用のポイント

(※) 賃金規定制度は中小企業のみ利用可能

(※１)括弧内の金額は、賃上げを行った場合以外の助成額又は助成率。

（※２）①～⑤を複数導入した場合の上限額は100万円（80万円）。⑥を導入した場合の上限額は225万円（150万円）。

• 職業訓練実施計画を作成し、訓練開始前に労働
局への提出が必要。計画に沿って訓練を実施し
た後、申請

• 10時間以上のOFF-JTによる訓練等が対象
• 中小企業、大企業どちらも利用可能
• 助成額は、訓練内容、企業規模により決定

職業訓練＋経費助成等
（訓練終了後の賃上げ等加算）

活用のポイント賃上げした場合の助成率・額区分（※）

労働者1人１時間あたり

５００円・1000円
①賃金助成額

訓練経費の45％～100％
※制度導入に係る助成の場合は、

2４万円・36万円
②経費助成率

1人１コースあたり

12万円～２５万円
③ＯＪＴ実施助成額

人材開発支援助成金

職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させるための職業訓練等を実施した場合等に訓練

経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成します。

活用例

（※３） 訓練コース・メニューによって上記区分①～③のいずれが支給されるか異なります（①～③全てが支給される場合もあれば②のみとなる場合もあります。）。

中小企業事業主が、正規雇用労働者1人につき、10時間の訓練（※１）（訓練経費10万円）を受講させ、
訓練終了後、訓練受講者の賃上げ（※２）を行った場合、7万円が支給されます。

（※１） 人材育成支援コース（人材育成訓練）の場合
（※２） ５％以上の賃上げ又は資格等手当を就業規則等に規定し、訓練受講者に実際に資格等手当を支払い３％以上賃金を上昇させた場合

より高い処遇への労働移動等への支援

早期再就職支援等助成金（雇入れ支援コース、中途採用拡大コース）

• 雇入れ支援コース：事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者を早期に無期雇用で雇

入れ、雇入れ前と比較して５％以上賃上げした場合に助成します。

• 中途採用拡大コース：中途採用者の雇用管理制度を整備した上で、中途採用率を一定以上拡大させ、

雇い入れた中途採用者について、雇入れ前と比較して５％以上賃上げした場合に助成します。

産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）

• 在籍型出向により労働者をスキルアップさせ、復帰後の賃金を復帰前と比較し５％以上増加させた

場合に、出向元・出向先双方の事業主に対して助成（上限額8,870円／１人１日あたり（１事業主あ

たり1,000万円））します。



watajimat
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 沖地最審第５号 

令和８年９月３日 

 

 

沖縄労働局長 

宮本 淳子 殿 

 

 

沖縄地方最低賃金審議会 

会 長 上江洲 純子 

 

 

沖縄県最低賃金の改正決定について（答申） 

 

 

 当審議会は、令和８年７月１日付け沖労発基 0701第１号をもって貴職から諮

問のあった沖縄県最低賃金の改正決定について、慎重に審議を重ねた結果、別紙

１のとおりの結論に達したので答申する。 

また、平成 20 年８月６日付け中央最低賃金審議会の「平成 20 年度地域別最

低賃金額改定の目安について（答申）」の考え方に基づき最新のデータにより比

較したところ、別紙２のとおり令和６年 10月９日発効の沖縄県最低賃金（時間

額 952 円）は令和６年度の沖縄県の生活保護水準を下回っていなかったことを

申し添える。 

なお、当審議会として、政府等に対し別添のとおり付帯決議するので、格別の

対応を強く要望する。 

  

写 

watajimat
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（別紙１） 

 

 

 

沖縄県最低賃金 

 

 

 

１ 適用する地域 

 

   沖縄県の区域 

 

 

２ 適用する使用者 

 

前号の地域内で事業を営む使用者 

 

 

３ 適用する労働者 

 

   前号の使用者に使用される労働者 

 

 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

 

   １時間 1,086円 

 

 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

 

精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

 

６ 効力発生の日 

 

   令和８年 12月２日 

 

 



                   

（別紙２） 

 

 

沖縄県最低賃金と生活保護との比較について 

 

 

１ 地域別最低賃金 

（１）件   名  沖縄県最低賃金 

（２）最低賃金額  時間額 952円 

（３）発 効 日  令和６年 10月９日 

 

２ 生活保護水準 

（１）比較対象者 

     18～19歳・単身世帯者 

（２）対象年度 

     令和６年度 

（３）生活保護水準（令和６年度） 

生活扶助基準(第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費)の沖縄県内人 

口加重平均に住宅扶助の実績値を加えた金額（95,872円）。 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

上記１の（２）に掲げる金額の１箇月換算額（注）と上記２の（３）に

掲げる金額とを比較すると沖縄県最低賃金が下回っているとは認められ

なかった。 

 

（注）１箇月換算額 

952円（沖縄県最低賃金）×173.8（１箇月平均法定労働時間数）×0.824

（可処分所得の総所得に対する比率（※））＝136,337円 

 

（※）令和８年７月 10日、中央最低賃金審議会の「令和８年度第２回 

目安に関する小委員会配布資料」に示された比率。 

 

  



                   

別添 

 

（１） 目安の提示について 

中央最低賃金審議会が引上げ額の目安を提示するに当たっては、ランク毎の

明確な根拠・具体的なデータに基づく納得感のある提示を行うことを引き続き

強く求める。 

 

（２） 最低賃金の発効日について 

最低賃金発効までのプロセスについては､現状では、①結審から発効日まで

に価格転嫁や、賃金改定などの諸手続きのための十分かつ必要な準備期間を確

保する必要があること、②公契約について、最低賃金改定に伴う契約の改定が

翌年４月になることがあり、最低賃金改定に伴う人件費上昇分が赤字要因とな

り得ること、③社会保険に加入していない非正規職員による就業調整が生じた

場合の人員不足の問題、④最低賃金・賃金の引上げに対する政府の支援策利用

時の計画の策定等に相当な期間を要し、助成金の支給までの期間が長期化する

ことなど、中小企業・小規模事業者にとって多くの課題が顕在化している。 

このため、使用者側からは、最低賃金引上げの原資の確保に向けての各企業

の十分な準備期間を確保するため、最低賃金の発効日を、１月以降の指定日発

効とすることを強く要望するとの意見が示された。 

一方、労働者側からは、労使交渉による賃上げの手段をもたない未組織労働

者をはじめとする社会の隅々に、春闘等における賃上げ結果を速やかに波及さ

せるため、10月の早い段階で発効すべきとの意見が示された。 

また、発効時期については事業者の置かれている状況や業種、契約形態等に

よって事情が異なり、様々な考えがある。 

これら発効日に関する労使双方の意見は昨年も示されており、それを踏まえ、

当審議会は、昨年、国及び中央最低賃金審議会に対し、指定日発効のあり方に

ついて、地方最低賃金審議会に議論を委ねるのではなく､発効日を定めた法 14

条２項の趣旨及び解釈指針を明確に示し､必要に応じて法改正も視野に入れた

検討を直ちに行うべきことを強く要望したところである。 

しかしながら、国及び中央最低賃金審議会は、解釈指針等を何ら示すことな

く、「令和７年度地方最低賃金審議会の審議結果を踏まえた論点と考え方の整

理」（令和８年６月 23 日付け）において、「発効日に関する主な考慮要素とし

て、全員協議会で示された課題、労働者の生活や企業経営に与える影響、例え

ば災害など様々な地域の事情について、公労使委員間で十分に議論した上で、

発効日について判断すること」と述べるにとどまり、今年度もまた地方最低賃

金審議会に議論を委ねている。 

そこで、当審議会は、改めて、国及び中央最低賃金審議会に対し、発効日に

ついて地方最低賃金審議会に議論を委ねるのではなく、発効日を定めた法 14



                   

条２項の趣旨及び解釈指針を明確に示し、必要に応じて法改正も視野に入れた

検討を直ちに行うべきことを強く要望するものである。 

 

（３） 価格転嫁対策について 

国に対し、価格転嫁対策について「取引適正化に向けた５つの取組」（令和

４年２月、中小企業庁）に基づく、労務費等を適切に転嫁できる取組の更なる

実効性強化を図ることと併せて、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関

する指針（令和８年１月１日改正）」を改めて周知することを求める。 

また、価格転嫁対策を事業者間取引の分野だけでなく、対消費者分野におい

ても徹底するため、最終消費者である国民に広く価格転嫁への理解を求めるな

ど、賃上げ原資の確保につなげる取組みを継続的に実施し、中小企業・小規模

事業者が自発的に賃上げできる環境整備を行うよう引き続き要望する。 

 

（４） 業務改善助成金の活用等について 

国に対し、最低賃金の引上げの影響を大きく受ける業種の生産性向上支援な

ど、「中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５カ年計画」に基づき、実効性

のある施策を実施するよう要望するとともに、県に対し、最低賃金引上げにか

かる中小企業事業者への実効性のある支援策の実施を求める。 

また、生産性向上に取り組んだ場合に支給される業務改善助成金については、

当該助成金の活用を希望する事業者の利便等を考慮し、申請期間及び賃金引上

げの対象期間の見直しを行うとともに、手続きの簡素化等により助成金の支給

までの期間の短縮に努めるよう要望する。 

特に、令和８年度の業務改善助成金については、発効日の前日（12月 1日）

までの引上げが対象となっているところ、国においては最低賃金の引き上げを

政策目標とする以上、次年度以降は引上げ対象期間をより柔軟に広く設定すべ

きである。 

 

（５） 公契約に係る改善要望について 

公契約について、今年も参考人招致等において、最低賃金改定後の労務費上

昇分を反映した契約の時期が、新年度の予算措置後の翌年４月になるなどの事

例報告があったところである。  

このため、国及び地方公共団体等は、今回の最低賃金の引上げが６３円とな

ったことを踏まえ、公共調達の契約の相手方に対し、最低賃金改定に伴う契約

変更の可否について、明示的に協議するとともに、受注者が労働者に対して最

低賃金額以上の賃金を支払う義務を履行できるよう受注者の申出に速やかに

対応し、これを徹底することを改めて求める。 

 


